
費　　　　　　　　　目

★国民健康保険特別 ○国民健康保険の概要

　会計 　　国保加入世帯は、平均17,643世帯で前年度と比べ439世帯減少し、加入

　率は36.50%で、前年度を1.19ポイント下回った。

　  また、被保険者数は平均29,216人で前年度比較で1,286人減少し、加入

　率は26.21%となり前年度を1.12 ポイント下回り、国保1世帯当りの被保

　険者数は1.66人となった。

　　このうち退職被保険者は、単独世帯580世帯、混合世帯340世帯で被保

　険者数は本人960人、被扶養者240人の計1,200人であった。

　　また、65歳から74歳までの前期高齢者の被保険者数は、平成27年度末

　現在12,237人で、国保全体に占める割合は43.26%となり、市内の前期高

　齢者のうち76.14%が国保に加入している状況である。

　　医療費では、一般被保険者分で8,026,175,134円、前年度対比2.74%増、

　退職被保険者分で406,344,581円、前年度対比16.99%減となった。

　　国民健康保険税の医療給付費分の収納率は、現年度分が前年度に比べ

　0.91ポイント増の93.26%に、滞納繰越分が前年度対比2.27ポイント増の

　23.99%となり、全体で前年度対比1.40ポイント増の74.27%となった。

　　後期高齢者支援金分の収納率は、現年度分が前年度対比1.00ポイント

　増の93.41%、滞納繰越分が前年度対比 0.38ポイント増の23.36%となり、

　全体で前年度対比1.77ポイント増で71.06%となった。

　　介護納付金分の収納率は、現年度分が前年度対比0.78ポイント増の

　90.51%に、滞納繰越分が前年度対比2.42ポイント増の22.95%となり、全

　体で前年度対比0.97ポイント増で67.54%となった。

01款 総務費　　　　　　　 (単位　　円)

 01項 総務管理費　　　　 

  01目 一般管理費　　　　 

135,659,021円

○マイナンバー制度導入事業（保険年金課） 円

　　マイナンバー制度の導入に伴い、マイナンバー利用事務への対応及び

　他の地方公共団体等との情報連携のために必要なシステム改修(プログ

　ラムの結合･総合テスト等)を行った。

○平成26年度繰越明許費

　・国民健康保険システム整備業務委託 円

　　マイナンバー制度の導入に伴い、マイナンバー利用事務への対応及び

　　他の地方公共団体等との情報連携のために必要なシステム改修(シス

　　テム設計･プログラム開発等)を行った。

 02項 徴税費　　　　　　 (単位　　円)

  01目 賦課徴収費　　　　 

35,246,568円

○保険税の状況 ※収納額に還付未済を含まない。

　・医療給付費分の収納状況 (単位　円、％)

主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

135,659,021 4,388,000 131,271,021

9,104,000

3,884,000

滞 納 繰 越 分 803,574,078 192,812,004 38,030,443 572,731,631 23.99

　 1世帯当たりの保険税(医療給付費分)調定額　120,546円　前年度比4.05%減

　 1人当たりの保険税(医療給付費分)調定額  　 72,796円　前年度比2.25%減

35,246,568 35,246,568

区 分 調 定 額 収 納 額 不 納 欠 損 額 未 収 額 収 納 率

現 年 分 2,126,797,600 1,983,481,476 294,375 143,021,749 93.26

2,176,293,480 38,324,818 715,753,380 74.27合 計 2,930,371,678
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・後期高齢者支援金分の収納状況 (単位　円、％)

 

　・介護納付金分の収納状況 (単位　円、％)

 

 

02款 保険給付費　　　　　 (単位　　円)

 01項 療養諸費　　　　　 

  01目 一般被保険者療養　 

       給付費　　　　　　 

7,014,799,792円 ○一般被保険者療養給付費 円

 

 

 

  02目 退職被保険者等　　 (単位　　円)

       療養給付費　　　　 

344,958,562円

○退職被保険者等療養給付費 円

　

  03目 一般被保険者療養　 (単位　　円)

       費

76,458,389円

現 年 分 333,613,200 311,630,968 48,025 21,934,207 93.41

区 分 調 定 額 収 納 額 不 納 欠 損 額

36,509,692 7,012,626 112,766,395 23.36

235,866,532 53,000 24,682,568 90.51

合 計 489,901,913 348,140,660 7,060,651 134,700,602 71.06

未 収 額 収 納 率

　 1世帯当たりの保険税(後期高齢者支援金分)調定額　18,909円　前年度比4.32%減

滞 納 繰 越 分 156,288,713

合 計 394,853,043 266,680,802 7,256,509 120,915,732 67.54

滞 納 繰 越 分 134,250,943 30,814,270 7,203,509 96,233,164 22.95

　 1人当たりの保険税(後期高齢者支援金分)調定額 　 11,419円　前年度比2.53%減

区 分 調 定 額 収 納 額 不 納 欠 損 額 未 収 額 収 納 率

現 年 分 260,602,100

551 36,612,840

区 分 件 数 費 用 額

　 1人当たりの保険税(介護納付金分)調定額  27,129円　前年度比0.92％減

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

7,014,799,792 1,649,271,566 5,323,458,586 42,069,640

7,014,799,792

(単位　件、円)

食 事 療 養 (5,400) 159,959,359

37,812,646

344,958,562

(単位　件、円)

合 計 458,501 9,558,162,704

診 療 費 292,298 7,492,293,049

調 剤 165,652 1,869,297,456

(　)の件数は診療費に含まれる

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

訪 問 看 護

344,958,562 307,145,916

調 剤 8,073 90,758,500

区 分 件 数 費 用 額

診 療 費 14,530 393,542,910

食 事 療 養 (263) 6,320,520

653,846 60,271,451

(　)の件数は診療費に含まれる

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

訪 問 看 護 16 2,189,170

合 計 22,619 492,811,100

76,458,389 15,533,092
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○一般被保険者療養費 円

  04目 退職被保険者等　　 (単位　　円)

       療養費　　　　　　 

2,848,509円

○退職被保険者等療養費 円

 

 02項 高額療養費　　　　 (単位　　円)

  01目 一般被保険者高額　 

       療養費　　　　　　 

935,521,995円

○一般被保険者高額療養費 円

　　支給件数　15,998件

  02目 退職被保険者等　　 (単位　　円)

       高額療養費　　　　 

58,537,510円

○退職被保険者等高額療養費 円

　　支給件数　712件

 04項 出産育児諸費　　　 (単位　　円)

  01目 出産育児一時金　　 

43,561,485円

○出産育児一時金 円

　　支給件数　102件　1人当たりの限度額 420,000円

(単位　件、円)

(単位　件、円)

一 般 財 源

369,636,796

935,521,995

76,458,389

そ の 他 26 383,636

合 計 11,290 103,112,052

ア ン マ ･ マ ッ サ ー ジ 630 14,738,485

区 分 件 数 費 用 額

診 療 費 202 3,480,952

ハ リ ･ キ ュ ウ 304 3,105,655

補 装 具 247 8,339,744

柔 道 整 復 師 9,881 73,063,580

区 分 件 数 費 用 額

診 療 費 2 120,328

国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

2,848,509 2,505,211 343,298

2,848,509

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源

ハ リ ･ キ ュ ウ 6 14,010

補 装 具 4 131,649

柔 道 整 復 師 403 2,939,918

ア ン マ ･ マ ッ サ ー ジ 33 863,475

合 計 448 4,069,380

決　算　額
特　　定　　財　　源

43,561,485 29,040,990 14,520,495

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

935,521,995 289,862,643 276,022,556

43,561,485

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

58,537,510 51,482,666 7,054,844

58,537,510
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

 05項 葬祭諸費　　　　　 (単位　　円)

  01目 葬祭費　　　　　　 

9,450,000円

○葬祭費 円

　　支給件数　189件　1件当たり  50,000円

03款 後期高齢者支援金　　 (単位　　円)

 01項 後期高齢者支援金　 

  01目 後期高齢者支援金　 

 

1,616,862,288円

○後期高齢者支援金 円

　　三島市における国民健康保険加入者(0歳から74歳)が負担すべき後期高

　齢者支援金及び病床転換支援金を社会保険診療報酬支払基金に納付した。

　　後期高齢者支援金　　　1,616,862,288円

　　　対象者人数　　　　　30,713人(加入者一人当たり負担額56,531円)

　　　平成27年度概算額　　1,736,236,603円

　　　平成25年度精算額等　△119,374,315円

　　病床転換支援金　　　　(平成27年度については、0円で算定)

06款 介護納付金　　　　　 (単位　　円)

 01項 介護納付金　　　　 

  01目 介護納付金　　　  

 

605,840,969円

○介護納付金 円

　　三島市における国民健康保険加入者のうち、介護保険第2号被保険者の

　保険料相当分にあたる額を社会保険診療報酬支払基金に納付した。

　　　対象者人数　　　　10,644人(加入者一人当たり負担額62,120円)　

　　　平成27年度概算納付金額　  661,205,280円

　　　平成25年度精算額等　　 　△55,364,311円

08款 保健事業費　　　　　 (単位　　円)

 02項 特定健康診査等事　 

      業費　　  

  01目 特定健康診査等事　 

       業費　

〇特定健康診査

149,848,127円

人 人 %

〇特定保健指導

人 人 %

人 人 %

人 人 %

利用率

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

605,840,969 256,997,750 305,751,766 43,091,453

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

9,450,000 9,450,000

9,450,000

605,840,969

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

1,616,862,288 711,637,351 887,133,459 18,091,478

1,616,862,288

22,503 9,222 41.0

事業名 特定保健指導対象者数 利用者数

149,848,127 37,258,000 95,530,549 17,059,578

特定健診対象者数 受診者数 受診率

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

合　　　計 764 68 8.9

動機付け支援 611 66 10.8

積極的支援 153 2 1.3
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費　　　　　　　　　目

★介護保険特別会計 ○介護保険の概要

　　わが国の高齢期を支える制度として定着した介護保険制度は、平成12

　年施行時以来、サービスの提供基盤が急速に整備された。

 　 平成12年度末の65歳以上の高齢者数17,814人(高齢化率15.9%)に対し、

　平成27年度末は、30,116人(高齢化率27.0%)と増加しており、介護保険

　サービスを受けられる要介護･要支援認定者数は、制度の浸透や急激な

　高齢化に伴い、平成12年度末の1,721人に対し、平成27年度末は3,997人

　と2.32倍に増加した。

　　このため、介護保険サービスの給付費が大幅に増加し、平成12年度の

　2,119,473千円に対し、平成27年度の給付額は6,356,634千円と約3.00倍

　の増加となった。

　　平成27年度は、介護保険法の一部改正(平成27年4月1日施行)で示され

　た「地域包括ケアシステムの構築と費用負担の公平化」を踏まえ策定さ

　れた、第6期事業計画期間(平成27～29年度)の初年度であり、高齢者が

　住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう各サービ

　スの質の確保及び向上を図るとともに、在宅医療･介護の連携推進や認

　知症施策の総合的な推進を積極的に展開することで支え合う地域づくり

　の構築に努めた。

01款 総務費 (単位　　円)

 01項 総務管理費  

  01目 一般管理費  

113,562,243円

○地域密着型サービス事業 円

　　要介護者の住み慣れた地域での暮らしを支える地域密着型サービスが

　地域に根ざして普及･定着するよう、地域密着型サービス事業所に対し

　て実地指導を実施した。また、地域密着型サービス運営懇話会を開催し、

　地域密着型サービスの質の確保等について意見交換を実施した。

　　　開催回数　3回　　　懇話会委員数　14人

○マイナンバー制度導入事業（長寿介護課） 円

　・介護保険システム整備業務委託　　　　　　 円

　　マイナンバー制度の導入に伴い、マイナンバー利用事務への対応及び

　　他の地方公共団体等との情報連携のために必要なシステム改修(プロ

　　グラムの結合･総合テスト等)を行った。

○平成26年度繰越明許費

　・介護保険システム整備業務委託 円

　　マイナンバー制度の導入に伴い、マイナンバー利用事務への対応及び

　　他の地方公共団体等との情報連携のために必要なシステム改修(シス

　　テム設計･プログラム開発等)を行った。

 02項 徴収費 (単位　　円)

  01目 賦課徴収費　　　　 

 

7,231,502円

5,160,000

56,927

211,528

9,659,000

4,499,000

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

7,231,502 6,749,502 482,000

決　算　額
特　　定　　財　　源

113,562,243 1,452,000 112,053,316
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○保険料の状況(年間保険料額)

 

　・収納状況　※収納額に還付未済を含まない。

 03項 介護認定費 (単位　　円)

  01目 介護認定審査会費

15,959,527円

○認定審査会の状況

　　要介護･要支援認定の申請を受け、審査判定を行うため、毎週月･火･

　金曜日に介護認定審査会を開催した。

　　平成27年度は、介護認定審査会を135回開催し、3,953件の申請につい

　て認定を行った。

19,639,950 86.06

合 計 1,611,395,750 1,552,971,900 44,150,400

15,959,527 15,959,527

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

未 収 額 収 納 率

0

96.37

19,639,950 98.75

滞納繰越分 43,200,450 4,416,550 14,273,450 24,510,450 10.22

現
年
分

0 100.00

普通徴収

小 計 1,568,195,300 1,548,555,350 0

140,846,000 121,206,050 0

14,273,450

51,100円
世帯の誰かに住民税が課税されているが、本人は住民税非課税で第4段
階以外

特別徴収 1,427,349,300 1,427,349,300

第7段階 63,800円 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が125万円以上190万円未満

第8段階 66,400円 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が190万円以上200万円未満

第11段階 104,700円 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が500万円以上

第9段階 79,200円 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が200万円以上300万円未満

第10段階 89,400円 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が300万円以上500万円未満

区 分 調 定 額 収 納 額 不 納 欠 損 額

第2段階 35,700円
世帯全員が住民税非課税で、前年の合計所得金額＋課税年金収入額が
80万円より多く120万円以下

第6段階 56,200円 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が125万円未満

第3段階 38,300円 世帯全員が住民税非課税で、第1段階及び第2段階以外

第4段階 45,900円
世帯の誰かに住民税が課税されているが、本人は住民税非課税で前年
の合計所得金額＋課税年金収入額が80万円以下

第5段階

(単位　円、％)

第1段階 22,900円
・生活保護の受給者
・世帯全員が住民税非課税で、老齢福祉年金受給者又は前年の合計所
得金額＋課税年金収入額が80万円以下
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

認定結果

  02目 認定調査費 (単位　　円)

50,418,134円

○認定調査事業 円

　　要介護･要支援認定の申請者に対して、訪問調査を実施した。また､認

　定審査のための主治医意見書を取り寄せた。

　　平成27年度の申請件数は、新規申請1,022件、更新申請2,699件、区分

　変更申請392件、認定済転入等申請48件の計4,161件であった。

訪問調査実施件数

 04項 運営懇話会費  (単位　　円)

　01目 運営懇話会費  

 

425,465円

○運営懇話会事業 円

　　第7次高齢者保健福祉計画及び第6次介護保険事業計画(平成27年度か

　ら平成29年度)に掲げている事業の進捗状況に関して、三島市高齢者保

　健福祉及び介護保険運営懇話会を開催し、検討を行った。

　　　開催回数　　2回

02款 保険給付費　　　　　 (単位　　円)

 01項 介護給付費　　　　 

  01目 介護サービス費　　 

5,986,605,065円

5,986,605,065 2,121,071,624 2,434,222,390 1,431,311,051

50,418,134 50,418,134

50,418,134

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

425,465 425,465

425,465

主治医意見書作成件数 4,016件

4,018件 (内委託794件、嘱託依頼15件･受託9件)

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

項　　目 件  数 構  成  比

非 該 当 101 2.6%

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

要 介 護 5 302 7.6%

合    計 3,953 100.0%

要 介 護 3 380 9.6%

要 介 護 4 406 10.3%

要 介 護 1 960 24.3%

要 介 護 2 501 12.7%

要 支 援 1 820 20.7%

要 支 援 2 483 12.2%

(単位　件)
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○居宅介護サービス費

 

 

 

○地域密着型介護サービス費

 

○その他

 

○施設サービス費

 

○高額介護サービス費 12,024件 円

○特定入所者介護サービス費 6,336件 円

介護老人福祉施設 5,201 1,213,991,346

介護老人保健施設 3,109 801,152,470

介護療養型医療施設 318 97,295,247

合　　　計 8,628 2,112,439,063

119,643,764

227,492,585

合　　　計 3,059 611,467,310

地域密着型介護老人
福祉施設 269 58,036,705

認知症対応型通所介護 819 106,461,535

項　　　目 利 用 件 数 ( 件 ) 保 険 給 付 額 ( 円 )

認知症対応型共同生活
介護 1,545 375,012,768

小規模多機能型居宅
介護 399 69,419,418

定期巡回･随時対応型
訪問介護看護 27 2,536,884

項　　　目 利 用 件 数 ( 件 ) 保 険 給 付 額 ( 円 )

項　　　目 利 用 件 数 ( 件 ) 保 険 給 付 額 ( 円 )

住宅改修 194 18,365,509

居宅介護支援 19,566 265,439,509

合　　　計 19,760 283,805,018

通所介護 11,680 911,509,425

通所リハビリテーション 4,224 308,313,696

短期入所生活介護 3,261 271,805,091

訪問リハビリテーション 501 16,000,041

居宅療養管理指導 4,314 26,581,455

合　　　計 48,175 2,631,757,325

特定施設入居者生活介護
(短期利用型含む) 1,499 275,940,979

福祉用具貸与 12,140 157,996,812

特定福祉用具販売 213 6,537,677

短期入所療養介護
(介護老人保健施設) 676 43,650,315

短期入所療養介護
(介護療養型医療施設等) 0 0

項　　　目 利 用 件 数 ( 件 ) 保 険 給 付 額 ( 円 )

訪問看護 2,407 120,778,474

訪問入浴介護 444 29,932,798

訪問介護 6,816 462,710,562
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

 02項 介護予防費　　　　 (単位　　円)

  01目 介護予防サービス  

　  　 費  

370,029,926円

○介護予防サービス費

○地域密着型介護予防サービス費

○その他

○高額介護予防サービス費 件 円

○特定入所者介護予防サービス費 件 円

55,928,256

121 133,582

住宅改修 153 13,170,149

介護予防支援 9,488 42,758,107

合　　　計 9,641

小規模多機能型居宅
介護 76 4,517,053

項　　　目 利 用 件 数 ( 件 ) 保 険 給 付 額 ( 円 )

認知症対応型共同生活
介護 0 0

合　　　計 76 4,517,053

項　　　目 利 用 件 数 ( 件 ) 保 険 給 付 額 ( 円 )

2,042 58,103,123

認知症対応型通所介護 0 0

特定福祉用具販売 124 2,943,518

合　　　計 15,633 309,140,769

特定施設入居者生活介護 422 30,535,685

福祉用具貸与 3,941 19,818,125

短期入所生活介護

短期入所療養介護
(介護老人保健施設) 22 591,012

居宅療養管理指導 341 2,199,608

訪問入浴介護 4 63,869

訪問看護 403 11,327,185

通所介護 4,614 109,236,057

通所リハビリテーション

訪問リハビリテーション 164 4,521,062

157 4,288,118

項　　　目 利 用 件 数 ( 件 ) 保 険 給 付 額 ( 円 )

訪問介護 3,399 65,513,407

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

370,029,926 131,102,680 150,458,419 88,468,827

56 310,266
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

 03項 その他諸費　　　　 (単位　　円)

  01目 審査支払手数料　　 

 

4,467,604円

○審査支払手数料 円

　・国保連審査支払業務手数料 円

　・償還払給付額管理処理委託手数料 円

　・高額介護サービス費給付判定結果処理委託手数料 円

　・高額介護サービス費対象者抽出処理委託手数料 円

　・介護保険統計資料作成処理事務手数料 円

　・第三者行為求償事務手数料(被保険者等割、求償額割) 円

03款 地域支援事業費 (単位　　円)

 01項 介護予防事業費

  01目 一次予防事業費

1,386,812円

○介護予防普及啓発事業 円

　　一般高齢者を対象に、介護予防に対する基本的な知識を普及するため、

　有識者等による講演会や教室、相談会等を開催するとともに、啓発を促

　すパンフレットの作成･配布を行った。
(単位　人)

地域介護予防活動支援
(地域活動組織の支援)
［かわせみの会、スマイル･ス
マイル］
(健康づくり課実施分　35回)

地域で自主的に活動しているグループへの、健康づく
りや健康管理についての支援を実施 474

地域介護予防活動支援
(長寿介護課実施分　6回)

地域の高齢者の見守り等を行うボランティアの育成を
実施 164

317

1,386,812 520,054

地域介護予防活動支援
(事業所委託　18回)

地域に体操を普及するボランティアの育成、地域で自
主的に活動しているグループの支援を実施 274

介護予防教室
(事業所委託　26回)

事業所に委託し、運動等介護予防教室を実施 465

介護予防教室
(長寿介護課実施分　9回)

運動、口腔機能、栄養改善についてのテーマで、介護
予防教室を実施 190

高齢者健康教育
［出前健康教育］
(健康づくり課実施分　30回)

老人クラブ等からの依頼により、老後における健康の
保持･増進、寝たきり予防、認知症予防等についての
健康講座を実施

1,732

高齢者健康相談会
［出前健康教育･相談］
(健康づくり課実施分　21回)

老人クラブ等からの依頼により、健康チェックや寝た
きり予防等の健康管理についての相談指導を実施 153

51,779

20,000

介護予防講演会
(長寿介護課実施分　7回)

熱中症、認知症等についてのテーマで、介護予防につ
いての講演会を実施 157

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

563,921 302,837

1,386,812

種 別 及 び 回 数 内　　　　　　　　容 人 数

介護予防講演会
(事業所委託　22回)

事業所に委託し、介護予防についての講演会を実施

49,550

4,467,604 1,512,573 1,806,391 1,148,640

4,467,604

4,269,150

27,360

49,765

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

  02目 二次予防事業費 (単位　　円)

11,863,249円

○二次予防事業対象者の把握事業 円

　　65歳以上の人(要介護認定者を除く)に基本チェックリストを郵送し、

　返送されたチェックリストをもとに、日常生活を送るための心身の機能

　の衰えがみられる人に対し、介護予防事業への参加を促した。

　　　基本チェックリスト実施者 人

　　　特定高齢者 人

○通所型・訪問型介護予防事業 円

　・通所型介護予防事業

　　基本チェックリストにより決定した特定高齢者を対象に、通所による

　　運動機能の向上、栄養改善、口腔機能の向上プログラムを実施し、要

　　介護状態等への進行軽減を図った。

　　(運動器の機能向上事業)

　　　教室型      　 実利用人数　92人  延べ利用回数　　848回

　　　事業所実施分　 実利用人数　79人  延べ利用回数　1,232回

　　(口腔機能の向上及び栄養改善事業)

　　　教室型     　  実利用人数　17人  延べ利用回数　　 90回

 02項 包括的支援事業・  (単位　　円)

　 　 任意事業費  

　01目 介護予防ケアマネ  

　  　 ジメント等事業費

103,146,485円 ○介護予防ケアマネジメント事業 円

　・地域包括支援センター運営懇話会委員謝礼 円

　　三島市地域包括支援センターの適切、公正かつ中立な運営確保のため

　　地域包括支援センター運営懇話会を開催した。

　　　開催回数　　2回

　・ケアプラン指導研修委託 円

  ・地域包括支援センター運営委託　 　 円

　　高齢者が住み慣れた地域で生活を維持できるよう、高齢者のニーズや

　　状態の変化に応じて必要なサービスを包括的かつ継続的に提供した。

　

　・地域包括支援センター三島(直営)

　　　年間相談件数 1,622件 　年間相談実人数 596人

地区 委　託　先 金　額 年間相談件数 年間相談実人数

2,937,115

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

北上 医療法人社団　志仁会 22,075,000 2,709 324

合　　計 66,225,000 7,720 888

錦田 独立行政法人　地域医療機能推進機構 21,650,000 2,116 266

中郷 社会福祉法人　静和会 22,500,000 2,895 298

66,225,000

50,000

100,000

196

148

8,926,134

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

103,146,485 59,451,504 19,982,975 23,712,006

70,165,254

11,863,249 4,448,718 4,823,974 2,590,557

(単位　円、件、人)
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　02目 任意事業費 (単位　　円)

 

29,992,841円  

○家族介護教室事業 円

　　要介護高齢者を介護する家族等に対し、介護知識や技術を習得するた

　めの教室を開催した。

　　　開催回数　  9回

　・講師謝礼 40,000円

　・委託料 100,000円

○認知症高齢者見守り事業 円

　  徘徊性認知症高齢者の家族支援として、通信ネットワークを利用した

　徘徊探知装置により位置情報を家族に提供した。

　　　利用件数　 18回　　　委託料　 59,626円　

○家族介護継続支援事業 円

　　介護認定要介護度1以上の在宅で寝たきりの高齢者を介護している所

　得税非課税世帯の対象者に対し、紙おむつの給付をした。

　　　給付  71人　　

○成年後見制度利用支援事業 円

　　判断能力に欠ける身寄りのない認知症高齢者の成年後見人等の報酬費

　用を支援した。

      利用者　3人

○福祉用具・住宅改修支援事業 円

　 　 住宅改修理由書手数料    55件×2,100円

○地域自立生活支援事業 円

　・一人暮らし高齢者等給食サービス事業委託 21,763,180円

　　食生活の改善と安否の確認を目的として、市内の高齢者に昼食サービ

　　スを提供した。

　　　個人負担金 360円　 55,061食

　・介護相談員報酬 2,100,000円

　　　30,000円×7カ月×5人　30,000円×5カ月×7人

　・高齢者世話付住宅生活援助員派遣事業委託  2,123,000円

    市営加茂住宅Ａ棟に居住する高齢者に対し生活援助員を派遣し、生活

 　 指導や安否確認、緊急時の対応等のサービスを提供し、自立し安全か

 　 つ快適な生活を営めるよう支援した。 対象世帯　18世帯

○介護給付等費用適正化事業 円

　　介護給付及び予防給付にかかる費用の適正化を図るため、介護保険の

　サービス利用者に対し、介護給付費通知を送付した。

　　　対象者　2,641人

140,000

99,126

1,957,003

638,000

115,500

244,470

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

29,992,841 17,287,254 7,776,177 4,929,410

26,714,502

248



費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　03目 包括的支援事業費 (単位　　円)

 

4,050,516円  

○認知症初期集中支援推進事業 円

　　認知症サポート医と医療･介護の専門職で構成される認知症初期集中

　支援チームを設置し、必要な医療や介護サービス等につながるよう訪問

　支援及び検討会議を行った。

　・認知症初期集中支援チーム医謝礼 円

　　　認知症初期集中支援チーム員会議　　　12回

　　　認知症初期集中支援チーム検討委員会 　2回

○認知症地域支援推進員等設置事業 円

　　認知症地域支援推進員を1名雇用し、認知症の人が在宅生活を継続で

　きるよう相談支援を行った。

　　　相談件数　　180件

○在宅医療・介護連携推進事業 円

　　高齢者が住み慣れた地域で人生の最期まで生活できる体制を構築する

　ため、在宅医療介護連携推進会議及び多職種連携全体研修会を開催した。

　・在宅医療介護連携推進会議委員謝礼 円

　　　開催回数　　2回

  ・多職種連携全体研修会講師謝礼 円

　　　開催回数　　1回

○生活支援・介護予防サービス基盤整備事業 円

　　多様な日常生活上の支援体制の充実･強化及び高齢者の社会参加の推

　進を一体的に行っていくことを目的とし、生活支援･介護予防サービス

　の提供体制の構築に向けたコーディネートを行う生活支援コーディネー

　ターを配置するとともに、資源開発等を推進する介護予防･生活支援体

　制整備推進協議会を設置した。

　　介護予防･生活支援体制整備推進協議会開催回数　5回

　　※うち、4回は協議会の前身の研究会として開催

　　生活支援コーディネーター配置数　2名

　　※平成28年2、3月に三島社会福祉協議会職員に委嘱

 03項 地域支援事業・ (単位　　円)

　 　 市単独任意事業費

　01目 地域支援事業・

　  　市単独任意事業費

419,877円 ○地域支援事業・市単独任意事業 円

  ・成年後見制度利用支援事業 58,800円

　　判断能力に欠ける身寄りのない認知症高齢者の成年後見制度利用に係

　　る費用の一部を支援した。

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

419,877

419,877 419,877

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債

1,481,331

4,050,516 2,334,634 784,722 931,160

366,886

119,633

2,082,666

そ の 他

70,000

240,000

30,000
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

04款 基金積立金　　　　　　 (単位　　円)

 01項 基金積立金　　　　　

  01目 基金積立金　　  

105,096,654円

○基金積立金の状況 （単位　　円）

介護保険運営基金

06款 諸支出金 　 (単位　　円)

 01項 償還金 　

  01目 償還金  

44,229,609円

○償還金の状況

　　平成26年度介護保険事業費の精算に伴う国･県･社会保険診療報酬支払

　基金からの超過受入額返還金
(単位　円)

　　平成25･26年度介護保険料還付未済等に係る過誤納還付金　

(単位　円)

 02項 繰出金 　 (単位　　円)

　01目 一般会計繰出金 　

 

37,437,440円

○一般会計繰出金の状況

　　平成26年度介護保険事業費の精算に伴う一般会計からの超過受入額返

　還金の繰出しを行った。

　　　給付費分 円

　　　地域支援事業分 円

　　　事務費分 円

24,271,897

3,598,531

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

37,437,440 37,437,440

9,567,012

合　　計 42,587,509

区　　分 金　額

過 誤 納 還 付 金 等 1,642,100

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

国 費 返 還 金 39,396,713

県 費 返 還 金 1,792,193

支 払 基 金 返 還 金 1,398,603

44,229,609 44,229,609

区　　分 金　額

105,096,654 1,568,523 593,326 102,934,805

名 称
平 成 26 年 度 末 平成27年度中の増減額 平成27年度末

基 金 現 在 高 増 減 基 金 現 在 高

316,730,228 105,096,654 51,984,000 369,842,882

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他
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費　　　　　　　　　目

★後期高齢者医療特 ○後期高齢者医療特別会計の概要

　別会計 　　県内の全市町が参加する静岡県後期高齢者医療広域連合を運営主体と

　した、独立した後期高齢者医療制度(加入者は75歳以上と一部の障がい

　を持った人)を平成20年度から実施。　

　　後期高齢者医療費の財源構成は公費5割(国4/12、県1/12、市1/12)、

　支援金4割、保険料1割、この内、市の特別会計へ納付した保険料及び保

　険料軽減額に対する市県負担金(保険基盤安定負担金)を広域連合へ納付

　した。

01款 後期高齢者医療広域  (単位　　円)

　　 連合納付金

 01項 後期高齢者医療広  

　　　域連合納付金

  01目 後期高齢者医療広

　　　 域連合納付金 ○保険料の状況

　・賦課の状況(現年)

1,107,656,425円

　・収納状況　※収納額に還付未済を含まない。

 

・現年度1人当たりの保険料調定額 円

○広域連合への納付状況

　・保険料等納付金　940,282,750円(3月末までに収納された保険料等を

　　納付)

  ・平成26年度分保険料等納付金　4,109,850円(4～5月に収納された前年

　　度保険料等)

　・保険基盤安定額納付金　163,263,825円

　　7割、5割、2割軽減分、被扶養者軽減分の3/4を県、1/4を市負担で広

　　域連合に納付 

　　　県負担分　122,447,868円　　市負担分　40,815,957円

合　計 965,778,450 954,656,900 569,050 10,552,500

0 0 100.00

65,810

98.85

収 納 率

滞 納 繰 越 分 11,295,550 4,535,850 569,050 6,190,650 40.16

小 計 954,482,900 950,121,050 0 4,361,850 99.54

(内過年度) 4,435,600 4,435,600

98.80

特別徴収 589,847,900 589,847,900 0 0 100.00

268 305

825 1,103

普通徴収 364,635,000 360,273,150 0 4,361,850

区 分 調 定 額 収 納 額 不 納 欠 損 額 未 収 額

△ 122 △ 93

特別徴収

内併徴者 △ 196 △ 57 △ 192

2,072 1,012 1,679

544 220 482普通徴収

合 計 2,420 1,175 1,969 971

    (単位　　人)

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

区 分
9割減

(低収入)
9割減

(被扶養者)
8.5割減 5割減

主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

1,107,656,425 1,107,656,425

   (単位　　円、％)

2割減
均 等 割
軽 減 無 し

合 計

5,072 11,763

△ 1,253

1,315 6,586 14,436

2,107 3,926

△ 593
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費　　　　　　　　　目

★墓園事業特別会計 ○墓園事業の概要

　　墓参に来られる方々が気持ちよくお参りできるよう、園内の草刈りや

　整枝剪定等による維持管理と各申請手続き及び台帳管理等を行った。

○墓園事業収入

　・年間管理料

　　　　5,550円×723区画＝4,012,650円

　　　　4,625円×  9区画＝   41,625円

　・永代使用料

　　　200,000円×  9区画＝1,800,000円

　・墓所使用承認証再発行手数料

　　　　  300円×   12件＝    3,600円

　・年間管理料督促手数料

　   　　　50円×   14件＝      700円

01款 墓園事業費 (単位　　円)

 01項 墓園事業費

  01目 墓園管理費

3,583,853円

○墓園管理事業 (単位　　円)

主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

3,583,853 3,583,853

1,373,238 墓園内草取り、清掃等

事　業　名

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

事　業　費 事 業 概 要

合　　計 3,583,853

樹木等管理委託　

急傾斜地管理委託

公園等管理業務委託

30,000 墓地管理講習会

526,055 看板書き換え等その他維持管理経費

会議研修等負担金

1,173,960 墓園内樹木剪定

480,600 墓園内急傾斜地草刈り
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費　　　　　　　　　目

★下水道事業特別 ○下水道事業の概要

　会計 　・単独公共下水道については、事業費96,695千円を投じて、中島地区等

　　の一部0.76haを整備した。　　

 また、効率的な事業実施のための公共下水道基本計画見直し業務委託、

 梅名中継ポンプ場ポンプ設備増設実施設計業務委託等を行った。

　・狩野川流域関連公共下水道については、事業費258,565千円を投じて、

　　徳倉、萩、柳郷地、松が丘地区等の一部8.69haを整備した。

　・特定環境保全公共下水道については、事業費160,366千円を投じて、

　　八反畑、大場、多呂、御園地区等の一部5.07haを整備した。

　・三島終末処理場については、238,861千円を投じて、水処理施設機械

　　設備更新工事及び電気設備更新工事等を実施した。　　

　・下水道事業促進のため、三島市下水道展の開催、水洗化期限経過家屋

　　を対象とした個別訪問等を実施した。

○平成27年度下水道事業普及状況等

※特定環境保全公共下水道事業を含む

01款 事業費　   (単位　　円)

 01項 下水道建設費

  01目 単独公共下水道費

96,695,118円

96,695,118 15,738,840 47,500,000 29,261,168 4,195,110

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市　　　　　債 そ の 他

汚 泥 処 分 量 ｔ／年 3,766 - 3,766

整 備 率 ％ 80.0 81.6 80.7

水 洗 化 率 ％ 94.0 88.2 91.4

普 及 率 ％ 81.6

水 洗 化 人 口 人 46,760 36,315 83,075

三 島 終 末 処 理 場
処理汚水量（年間） m3／年 8,385,730 - 8,385,730

西 部 浄 化 セ ン タ ー
処理汚水量（年間） m3／年 - 3,845,440 3,845,440

有 収 汚 水 量 m3／年 6,314,785 3,543,314 9,858,099

ha 742.0 528.8 1,270.8

処 理 面 積 ha 741.0 528.8 1,269.8

処理能力（日最大） m3／日 26,800 - 26,800

処理区域内現住人口 人 49,741

主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

項 目 単独公共下水道 流域関連公共下水道 公 共 下 水 道 合 計

事 業 計 画 面 積 ha 927.0 648.0 1,575.0

49,400 44,000 93,400

41,176 90,917

整 備 面 積

人 51,200 40,200 91,400

基本計画区域面積 ha 1,026.0 796.0 1,822.0

基 本 計 画 人 口 人

事 業 計 画 人 口
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○単独公共下水道整備事業 円  

　・国庫補助事業

　・起債単独事業

中島地内外 開削工法

φ200㎜

　・純単独事業

  02目 流域下水道費　　　 

　　　　　

299,104,774円

長 伏 単 独 公 共 下 水 道
整 備 事 業 用 地 買 収 費

162,740 長伏第5マンホールポンプ場関連

長伏第5マンホールポンプ場関連

効率的な事業実施のため
の公共下水道基本計画
見 直 し 業 務 委 託

8,640,000

三 島 市 公 共 下 水 道
管 路 改 築 実 施
設 計 業 務 委 託

4,801,680

国 庫 補 助 事 業
合 計 Ｃ ( Ａ + Ｂ )

31,477,680

事 務 費 Ｄ

中 島 汚 水 幹 線 枝 線
管 渠 布 設 工 事
( 第 21 工 区 )

32,576,040
275.80Ｌ=

公共下水道事業に伴う
分 筆 登 記 業 務 委 託

  事　　業　　名 事  業  費 事　業　概　要

（単位　　円、m）

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市　　　　　債 そ の 他

（単位　　円）

事　業　概　要

合    計
(Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ)

35,200,000

事 務 費 28,995,118

(単位　　円)

  事　　業　　名 事  業  費

299,104,774 96,677,560 186,500,000 7,278,174 8,649,040

1,022,320

59,400

公共下水道事業に伴う
用 地 測 量 業 務 委 託

486,000

66,033,961

公共下水道管路更新工事
（ 第 51 工 区 ）

12,852,000

梅 名 中 継 ポ ン プ 場
ポ ン プ 設 備 増 設
実 施 設 計 業 務 委 託

5,184,000

合 計 （ Ｃ + Ｄ ） 32,500,000

蓋交換　　　35カ所

工 事 費 計 Ａ 12,852,000

 事　　業　　名 事  業  費 事　業　概　要

（単位　円）

委 託 費 計 Ｂ 18,625,680

計画区域の縮小、汚水量原単位の
見直し、ポンプ場･処理場施設の
見直し

布設替え･更生工法実施設計

汚水ポンプφ150×1.9㎥／min
1台　増設実施設計

委 託 費 計 Ｂ 545,400

長伏第5マンホールポンプ場関連

工 事 費 計 Ａ 32,576,040

用 地 費 計 Ｃ 162,740

事 務 費 Ｄ 1,915,820
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○流域関連公共下水道整備事業 円 　

　・国庫補助事業

萩地内外 開削工法

φ200㎜

徳倉地内 開削工法

φ200㎜

松が丘地内外 開削･推進工法

φ75㎜

φ200㎜

柳郷地地内 開削･推進工法

φ75㎜

φ200㎜

φ250㎜

松が丘地内 開削工法

φ80㎜

柳郷地地内 開削工法

φ80㎜

・起債単独事業

萩地内外 開削工法

φ200㎜

徳倉地内 開削工法

φ200㎜

柳郷地地内 開削工法

φ150㎜

φ200㎜

Ｌ= 28.50

Ｌ= 23.40

Ｌ= 270.30

Ｌ= 528.40

Ｌ=

Ｌ=

事　業　概　要

Ｌ= 2.60

48.80

211.00

（単位　円、m）

並 木 汚 水 幹 線 枝 線
管 渠 布 設 工 事
（ 第 15 工 区 ）
（ 補 助 と 合 併 施 工 ）

4,434,680

Ｌ=

徳 倉 汚 水 幹 線 枝 線
管 渠 布 設 工 事
（ 第 12 工 区 ）
（ 補 助 と 合 併 施 工 ）

ガス管移設　　　　　　

補 償 費 計 Ｂ 3,101,336

工 事 費 計 Ａ 42,969,400 386.30

地下埋設物等移設補償費
（ 水 道 ）

2,121,336 水道管移設　　　　　　

Ｌ=

事 務 費 Ｃ 829,264

合計（Ａ+Ｂ+Ｃ） 46,900,000

242,231,531

大 場 川 汚 水 幹 線 枝 線
管 渠 布 設 工 事
（ 第 11 工 区 ）
（ 補 助 と 合 併 施 工 ）

17,465,520
123.40Ｌ=

45.00Ｌ=

国 庫 補 助 事 業
合 計 Ａ

193,355,120

柳郷地マンホールポンプ場
機 械 電 気 設 備 工 事
（ 第 17 工 区 ）

15,150,240
1.90

工 事 費 計 193,355,120

321.70

9,444,880

合 計 （ Ａ + Ｂ ） 202,800,000

川 原 ケ 谷 汚 水 3 号 幹 線
枝 線 管 渠 布 設 工 事
（ 第 13 工 区 ）

49,295,520

並 木 汚 水 幹 線 枝 線
管 渠 布 設 工 事
（ 第 15 工 区 ）
（起債単独と合併施工）

76,075,000

220.70

Ｌ= 57.10

Ｌ=

 1,496.50

Ｌ=

Ｌ=

事 務 費 Ｂ

松が丘マンホールポンプ場
機 械 電 気 設 備 工 事
（ 第 16 工 区 ）

24,588,360

（単位　円、m）

  事　　業　　名 事  業  費 事　業　概　要

徳 倉 汚 水 幹 線 枝 線
管 渠 布 設 工 事
（ 第 12 工 区 ）
（起債単独と合併施工）

23,983,000

大 場 川 汚 水 幹 線 枝 線
管 渠 布 設 工 事
（ 第 11 工 区 ）
（起債単独と合併施工）

4,263,000

  事　　業　　名 事  業  費

地下埋設物等移設補償費
（ ガ ス ）

980,000

21,069,200
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　

○国・県建設事業に係る負担金 　　

　・狩野川流域下水道県事業費負担金　　　　 円

　　　事業費　　1,073,673,000円

○各種団体への負担金　　　 　　　　　　　

　・狩野川流域西部処理区事業推進協議会負担金 円

  03目 特定環境保全公共  

 　　　下水道費　

160,366,092円

○特定環境保全公共下水道整備事業 円 　

　・国庫補助事業

八反畑地内外 開削工法

φ200㎜

大場地内 開削･推進工法

φ200㎜

φ150㎜ 

多呂地内 開削工法

φ200㎜

御園地内 開削工法

φ100㎜

φ200㎜

御園地内 開削工法

φ100㎜

（単位　円、m）

Ｌ= 5.70

Ｌ=

156,877,285

142,240

事　業　概　要

北 中 郷 汚 水 幹 線 枝 線
管 渠 布 設 工 事
（ 第 71 工 区 ）
（起債単独と合併施工）

48,236,000
359.10

大場中郷汚水幹線枝線
管 渠 布 設 工 事
（ 第 72 工 区 ）

24,324,840 115.00

Ｌ=

  事　　業　　名 事  業  費 事　業　概　要

233.90

Ｌ=

Ｌ=

事 務 費 Ｂ 74,720

合 計 （ Ａ + Ｂ ） 133,300,000

・純単独事業

133,225,280

Ｌ=

大場中郷汚水幹線枝線
管 渠 布 設 工 事
（ 第 73 工 区 ）
（起債単独と合併施工）

11,781,760
104.40

工 事 費 計 133,225,280 829.00

御園第1マンホールポン
プ場機械電気設備工事
（ 第 75 工 区 ）

12,550,680
Ｌ= 1.30

Ｌ=

南 中 郷 汚 水 幹 線
枝 線 管 渠 布 設 工 事
（ 第 74 工 区 ）
（起債単独と合併施工）

36,332,000 9.60

160,366,092 66,612,640 87,600,000 1,955,032 4,198,420

事 務 費 8,865,102

40,397,432

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 そ の 他

(単位　　円)

市　　　　　債

  事　　業　　名 事  業  費

（単位　円）

国 庫 補 助 事 業
合 計 Ａ
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

･起債単独事業

八反畑地内外 開削工法

φ200㎜

大場地内 開削工法

φ200㎜

御園地内 開削工法

φ200㎜

　

  04目 処理場建設費 (単位　　円)

238,860,564円

○終末処理場整備事業 円

　・国庫補助事業

三 島 終 末 処 理 場 汚 泥 処 理
施 設 中 央 監 視 設 備 更 新 工 事
( 第 157 工 区 )

中央監視設備更新工事一式

三島終末処理場重力濃縮槽等
計装計器設置工事(第158工区)
（ 純 単 独 と 合 併 施 工 ）

処理場重力濃縮槽等計装計器設置工事
一式

・純単独事業

  事　　業　　名 事  業  費 事　業　概　要

事 務 費 3,566,092

（単位　円）

事　　業　　名 事  業  費 事　業　概　要

三 島 終 末 処 理 場 水 処 理 施 設
機械設備(1系最初･最終沈澱池)
更 新 工 事 ( 第 147 工 区 )
（ H26-27 年 度 債 務 負 担 ）

[129,222,000]

水処理施設機械設備更新工事一式

77,622,000

（単位　円）

238,860,564 113,753,960 111,800,000 13,306,604

218,264,066

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市　　　　　債 そ の 他

大場中郷汚水幹線枝線
管 渠 布 設 工 事
（ 第 73 工 区 ）
（ 補 助 と 合 併 施 工 ）

3,017,480

27.10

南 中 郷 汚 水 幹 線
枝 線 管 渠 布 設 工 事
（ 第 74 工 区 ）
（ 補 助 と 合 併 施 工 ）

8,969,680

70.80

Ｌ=

Ｌ=

事 務 費 Ｃ 14,936

合計（Ａ+Ｂ+Ｃ） 23,500,000

工 事 費 計 Ａ 17,584,840 145.90

地下埋設物等移設補償費
（ ガ ス ）

4,180,000 ガス管移設　　　　　　

Ｌ=

地下埋設物等移設補償費
（ 水 道 ）

1,720,224 水道管移設　　　　　　

補 償 費 計 Ｂ 5,900,224

  事　　業　　名 事  業  費 事　業　概　要

北 中 郷 汚 水 幹 線 枝 線
管 渠 布 設 工 事
（ 第 71 工 区 ）
（ 補 助 と 合 併 施 工 ）

5,597,680
48.00Ｌ=

（単位　円、m）

三 島 終 末 処 理 場 水 処 理 施 設
電気設備(1系最初･最終沈澱池)
更 新 工 事 ( 第 148 工 区 )
（ H26-27 年 度 債 務 負 担 ）

[50,220,000]
水処理施設電気設備更新工事一式

30,220,000

7,830,000

23,970,000
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　　債務負担設定事業については、上段［　］全体事業費、下段 本年度事業費

　・起債単独事業　

・純単独事業

(単位　円)

(単位　円)

事 務 費 Ｃ

三 島 終 末 処 理 場 重 力
濃縮槽等計装計器設置工事
( 第 158 工 区 )
（ 補 助 と 合 併 施 工 ）

6,000
処理場重力濃縮槽等計装計器設置
工事一式

事 務 費 Ｄ 10,234,080

合 計 （ Ｃ + Ｄ ） 218,400,000

事 務 費 372,000

合 計 7,500,000

  事　　業　　名 事  業  費 事　業　概　要

委 託 費 計 Ｂ 117,320

国 庫 補 助 事 業
合計 Ｃ（Ａ+Ｂ）

208,165,920

  事　　業　　名 事  業  費 事　業　概　要

三島終末処理場水処理系統
井 水 配 管 改 修 工 事
（ 第 163 工 区 ）

7,128,000 配管改修工事一式

20,692,800

三島終末処理場汚泥処理施設
ドレン管更生工事(第160工区)
（ 純 単 独 と 合 併 施 工 ）

5,059,200 ドレン管更生工事一式

三 島 終 末 処 理 場 場 内
整 備 工 事 ( 第 161 工 区 ) 14,628,600 場内整備工事一式

13,986,000
余剰汚泥供給ポンプ機械設備更新工事
一式

（単位　円）

事　　業　　名 事  業  費 事　業　概　要

三 島 終 末 処 理 場 下 水 道 事 業
パ ン フ レ ッ ト 作 成 業 務 委 託 73,440

三島終末処理場パンフレット作成業務
一式

三 島 終 末 処 理 場 下 水 道 事 業
パ ン フ レ ッ ト 印 刷 業 務 委 託
（ 純 単 独 と 一 括 発 注 ）

43,880
三島終末処理場パンフレット印刷業務
一式

三島終末処理場汚泥処理棟･
遠心濃縮棟屋上防水改修工事
( 第 159 工 区 )

屋上防水改修工事一式

工 事 費 計 Ａ 208,048,600

三島終末処理場下水道事業
パンフレット印刷業務委託
（ 補 助 と 一 括 発 注 ）

33,880
三島終末処理場パンフレット印刷
業務一式

12,916,844

合計（Ａ+Ｂ+Ｃ） 12,960,564

三 島 終 末 処 理 場 余 剰 汚 泥
供給ポンプ電気設備更新工事
（ 第 165 工 区 ）

14,040,000
余剰汚泥供給ポンプ電気設備更新工事
一式

三 島 終 末 処 理 場 余 剰 汚 泥
供給ポンプ機械設備更新工事
（ 第 164 工 区 ）

三島終末処理場汚泥処理
施 設 ド レ ン 管 更 生 工 事
( 第 160 工 区 )
（ 補 助 と 合 併 施 工 ）

3,840 ドレン管更生工事一式

工 事 費 計 Ａ

委 託 費 計 Ｂ 33,880

9,840
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

 02項 下水道管理費　　　 

  01目 業務費　　　　　　 

498,717,616円

○単独公共下水道維持管理事業 円

　　業務委託状況

○流域関連公共下水道維持管理事業 円

　　業務委託状況

（単位　円）

（単位　円）

合　　　　計 16,692,337

水 質 ･ 大 気 等 分 析 業 務 委 託 231,250
壱町田汚水中継ポンプ場の脱臭装置及び
敷地境界の臭気分析

流 域 関 連 公 共 下 水 道
流 量 計 保 守 点 検 業 務 委 託 432,000

流域関連公共下水道に設置した流量計の
保守点検

壱 町 田 汚 水 中 継 ポ ン プ 場 自 家 用
電 気 工 作 物 保 安 管 理 業 務 委 託 272,432

壱町田汚水中継ポンプ場の自家用電気
工作物の保安管理

12,130,560
中継ポンプ場･マンホールポンプ場の運転
管理及び維持管理

徳倉3丁目マンホールポンプ場
自 家 用 電 気 工 作 物
保 安 管 理 業 務 委 託

44,815
徳倉3丁目マンホールポンプ場の自家用電
気工作物の保安管理

下 水 道 管 渠 サ イ フ ォ ン 部
清 掃 業 務 委 託 480,600 下水道管渠サイフォン部の清掃業務

2,565,000
排水設備台帳の電子データ化並びにシステ
ムの構築

水質検査委託 535,680

流 域 関 連 公 共 下 水 道
接続箇所水質分析業務委託 419,040

静岡県流域下水道維持管理要綱の規定によ
り流域下水道へ流入する下水の水質を検査
年4回×8カ所

特 定 事 業 場 等 排 水
水 質 分 析 業 務 委 託 116,640

流域関連公共下水道に係る事業場排水の
サンプリング及び水質分析

下 水 道 台 帳 電 子 化 業 務 委 託

施設設備等保守委託 1,229,847

457,000 南部汚水中継ポンプ場及び梅名中継ポンプ場の脱
臭装置及び敷地境界の臭気分析

合　　　　計 19,700,573

36,109,838

  事　　業　　名 事  業  費 事　業　概　要

下 水 道 台 帳 電 子 化 業 務 委 託 2,565,000 排水設備台帳の電子データ化並びにシステムの構
築

市　　　　　債 そ の 他

下 水 道 管 渠 サ イ フ ォ ン 部
清 掃 業 務 委 託 469,800 下水道管渠サイフォン部清掃業務

特 定 事 業 場 等 排 水
水 質 分 析 業 務 委 託 116,640 単独公共下水道に係る事業場排水のサンプリング

及び水質分析

施設設備等保守委託 1,320,973

梅 名 中 継 ポ ン プ 場 自 家 用
電 気 工 作 物 保 安 管 理 業 務 委 託 272,432 梅名中継ポンプ場の自家用電気工作物の保安

管理

河 川 横 断 制 水 弁
保 守 点 検 業 務 委 託 324,000 大場川及び御殿川を横断している下水道管の

両端に設置してある制水弁の点検整備

鶴 喰 マ ン ホ ー ル ポ ン プ 場 自 家 用
電 気 工 作 物 保 安 管 理 業 務 委 託

南 部 汚 水 中 継 ポ ン プ 場 自 家 用
電 気 工 作 物 保 安 管 理 業 務 委 託 209,926 南部汚水中継ポンプ場の自家用電気工作物の

保安管理

44,815 鶴喰マンホールポンプ場の自家用電気工作物の保
安管理

中継ポンプ場･マンホールポンプ場の運転管理
及び維持管理

498,717,616 10,700,000 20,533,000 467,484,616

57,861,109

  事　　業　　名 事  業  費 事　業　概　要

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金

(単位　　円)

下 水 道 汚 水 ポ ン プ 施 設
運 転 管 理 業 務 委 託

水 質 ･ 大 気 等 分 析 業 務 委 託

下 水 道 汚 水 ポ ン プ 施 設
運 転 管 理 業 務 委 託

15,240,960
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○その他委託の状況  

　　債務負担設定事業については、上段［　］全体事業費、下段 本年度事業費

  02目 処理場管理費　　　 

　　　　　　　　　　　　 

298,959,805円

○終末処理場維持管理事業 円

　・流入汚水量

　・業務委託状況

（単位　円）

（単位　円）

(単位　　円)

20,732 22,912

3月 合計

流入汚水量 763,730

終末処理場水質等分析業務委託 3,326,000
水質分析29項目、汚泥分析35項目及び
臭気分析5項目

終 末 処 理 場 脱 水 汚 泥 等
処 理 業 務 委 託 81,531,743 脱水汚泥及び沈砂･し渣の搬出処分

浄化センター自家発電気設備
保 守 点 検 業 務 委 託 669,600

浄化センターの自家発電用電気設備の保守
点検

浄 化 セ ン タ ー 水 質 計 測 設 備
保 守 点 検 業 務 委 託 280,800

汚泥濃度計、溶存酸素計、濁度計等の水質
計測機器の保守点検

終末処理場運転管理業務委託 128,148,480 終末処理場の施設･設備等の運転管理

合　　　　計 217,928,647

地下タンク漏洩点検業務委託 105,840
消防法の規定による浄化センター重油地下
タンクの漏洩点検

浄 化 セ ン タ ー 消 防 用 設 備 等
保 守 点 検 業 務 委 託 248,400

消防法の規定による浄化センターの消防用
設備等保守点検

浄化センター自家用電気工作物
保 安 管 理 及 び 清 掃 業 務 委 託 815,616

浄化センターの自家用電気工作物の保安
管理及び清掃業務

蒸留水製造装置保守点検業務委託 199,368 水質試験用蒸留水製造装置の保守点検

浄 化 セ ン タ ー 受 変 電 設 備
保 守 点 検 業 務 委 託 572,400 浄化センターの高圧受変電設備の保守点検

浄 化 セ ン タ ー 計 装 設 備
保 守 点 検 業 務 委 託 1,004,400

流量計･水位計等の計装設備の精度を確保
するための保守点検

浄化センター自家発ディーゼル機関
保 守 点 検 業 務 委 託 1,026,000 浄化センターの自家発電用機関の保守点検

  事　　業　　名 事  業  費 事　業　概　要

一 日 平 均 24,636 23,473 21,915 20,561 20,574

883,190

29,440一 日 平 均 20,282 20,162 22,027 26,616 24,486

流入汚水量 608,470 625,020 660,810 825,110 759,080

679,380 637,400 596,660 642,680 8,385,730

区分 10月 11月 12月 28年1月 2月

704,200

（単位　㎥）

区分 27年4月 5月 6月 7月 8月 9月

288,480,040

市　　　　　債 そ の 他

  事　　業　　名 事  業  費 事　業　概　要

下 水 道 使 用 料 徴 収 業 務 委 託

合　　　　計 36,124,612

下水道事業地方公営企業会計
移 行 業 務 委 託

下水道事業地方公営企業会計
シ ス テ ム 整 備 業 務 委 託

298,959,805 298,959,805

地方公営企業法適用に向けての資産調査及
び評価、移行事務準備支援、下水道企業会
計システムの構築支援

[124,881,428]
下水道使用料の徴収業務

25,399,612

[35,964,000]

10,725,000

[9,253,440] 地方公営企業法を適用するにあたり必要と
なる下水道企業会計システムの整備0

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

02款 公債費 (単位　　円)

 01項 公債費

  01目 元金

1,163,114,561円

○平成27年度末市債現在高の状況

18,896,057,747 971,300,000 1,163,114,561 404,206,849 18,704,243,186

現 在 高 発 行 額

(B)

償 還 額 現 在 高

(A) 元 金 (C) 利子 (A)+(B)-(C)

1,163,114,561 527,200,000 635,914,561

平成26年度末 平 成 27 年 度 中 の 異 動 平成27年度末

(単位　　円)

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市　　　　　債 そ の 他
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費　　　　　　　　　目

★駐車場事業特別 ○駐車場概要

　会計 　・名　称　　　　　三島市営中央駐車場

　・所在地　　　　　三島市中央町1番8号

　・構　造　　　　　地上5階6層

　・形　式　　　　　自走式立体駐車場

　・収容台数　　　　269台

　・営業時間　　　　24時間

　・営業開始  　　　平成6年8月14日

○駐車場収入 (単位　台、円)

(　)はH26実績

主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

(138,569)
137,257

(380)
376

(57,252,400)
56,058,900

(156,856)
153,166

駐 車 台 数 使 用 料

平成27年度駐車台数 1日平均 平成27年度使用料収入 1日平均
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